
「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【努力課題での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】（改善状況）【自己評価】 【進捗状況】（改善状況）【自己評価】 【進捗状況】（改善状況）【自己評価】 【備考】

　

何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 博士課程後期課程のカリキュラム 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

コースワークを適切に組み合わせる
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 大学院委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
各専攻でコースワークを導入したカリ
キュラムを早期修了にも対応できるよう
に設計する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 博士課程後期課程のカリキュラム 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

コースワークを適切に組み合わせた内
容にする

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 研究科委員長 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
大学院問題検討委員会において検討
を行い、研究科委員会で審議する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 後期課程のカリキュラム 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

コースワークを導入したカリキュラムに
する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 研究科執行部 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
研究科執行部会においてコースワーク
導入案を検討し、後期課程指導教員会
において承認を得る。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１６年度
（決定は２０１４年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・大学院問題検討委員会議事録、研
究科委員会議事録

・博士課程後期課程のシラバス

【その他】

言
語
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

文
化
研
究
科

大学院博士課程後期課程にお
いて、言語コミュニケーション文
化研究科は、コースワークを適
切に組み合わせたカリキュラムと
はいえないので、課程制大学院
制度の趣旨に照らして、同課程
にふさわしい教育内容を提供す
ることが望まれる。

後期課程は「研究指導」のみで、
修得必要単位はない。
「研究指導」として、指導教員と
学生が１対１で行う「言語コミュニ
ケーション文化インディペンデン
ト・スタディ」、および、３名の教員
からなるアドバイザリー・コミッ
ティが学生１名に指導する「言語
コミュニケーション文化セミナー」
を設定している。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・言語コミュニケーション文化研究科後
期課程指導教員会資料

・シラバス

【その他】

教
育
学
研
究
科

大学院博士課程後期課程にお
いて、教育学研究科は、コース
ワークを適切に組み合わせたカ
リキュラムとはいえないので、課
程制大学院制度の趣旨に照らし
て、同課程にふさわしい教育内
容を提供することが望まれる。

コースワークを適切に組み合わ
せたカリキュラムとは言えない

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

【その他】

理
工
学
研
究
科

大学院博士課程後期課程にお
いて、理工学研究科は、コース
ワークを適切に組み合わせたカ
リキュラムとはいえないので、課
程制大学院制度の趣旨に照らし
て、同課程にふさわしい教育内
容を提供することが望まれる。

大学院博士課程後期課程にお
いて、理工学研究科は、リサーチ
ワークのみでコースワークが設
定されていない。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

2016年度博士課程後期課程シラバス

【その他】

　教育内容・方法・成果（教育課程・教育内容）

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在)

Do＆Ｃｈｅｃｋ

大
学

大学院博士課程後期課程にお
いて、理工学、教育学、言語コ
ミュニケーション文化の３研究科
は、コースワークを適切に組み
合わせたカリキュラムとはいえな
いので、課程制大学院制度の趣
旨に照らして、同課程にふさわし
い教育内容を提供することが望
まれる。

学則上研究科に関する事項は、
それぞれの研究科委員会で議決
することから、各研究科において
取り組んでいる。

2017年度(2017年6月末現在)

【改善策】(目標) 【改善策】 【改善策】

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ）

1/26 努力課題＜4-2教育内容・方法・成果（教育課程・教育内容＞



何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
神学研究科における「神学基礎科目
群」科目

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

廃止する。神学研究科における社会人
学生の基礎科目受講に関しては、他の
方法を模索する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
研究科副委員長を中心としたカリキュラ
ム研究委員会（研究科）

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

神学研究科における「神学基礎科目
群」科目廃止を前提とした伝道者育成
のプロセスを検討し、研究科委員会へ
提案する。研究科委員会の承認を受け
て学部科目（合併先）についても開講形
態の変更を処理する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考

廃止（学則改正）完了（2014年 6　月・研
究科委員会承認）。
「神学基礎科目群」以外の2015年度新
設の合併科目については、シラバス記
述時に成績評価基準の区別を徹底す
る。

備考 備考

何を 合併科目は 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

ヨーロッパ古典言語関係を除き、成績
評価基準を区別する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
カリキュラム委員会のコンビーナである
教務担当副学部長が

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
文面で大学院生と学部生の成績評価
の区別を要請する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015度開講科目の担当依頼時に
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
2014年度、合併科目は9科目であった
（ヨーロッパ古典言語関係の6科目を含
む）。

備考 備考

何を
学部・大学院の合併開講科目における
成績評価方法

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

課程ごとに成績評価方法を区別してシ
ラバスに明記する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 社会学部ＦＤ委員会、大学院ＦＤ委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

学部・大学院の合併開講科目について
は、シラバス作成依頼文書において、
成績評価方法を課程ごとに明確に区別
するように依頼する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１３年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 対応済 備考 備考

何を 合併開講科目における成績基準 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

課程ごとに明確に区別してシラバスに
明記する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部長室委員会(大学院執行部会) 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
望ましい凡例を作成し、担当教員に提
示する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年6月末日
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
学部長室委員会は大学院執行部と連
携のうえ検討する

備考 備考

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・合併科目のシラバス
・学部長室委員会（大学院執行部
会）、教授会・研究科委員会の議事録

【その他】
経
済
学
部

経済学部・経済学研究科では、
成績評価方法などを課程ごとに
明確に区別していないなかで、
学部・大学院の合同授業が開講
されていることは、学位課程の趣
旨に照らして、改善が望まれる。

経済学部と経済学研究科におい
て合併開講しているものについ
ての成績評価方法は各教員に
委ねられて、シラバスに反映させ
ている。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・２０１５年度開講科目シラバス作成依
頼時における学部・研究科から科目担
当者への成績評価に関する依頼文書

・合併科目のシラバス（成績評価基準
が明確に区別されていることがわかる
もの）

【その他】

社
会
学
部

社会学部・社会学研究科では、
成績評価方法などを課程ごとに
明確に区別していないなかで、
学部・大学院の合同授業が開講
されていることは、学位課程の趣
旨に照らして、改善が望まれる。

学部・大学院の合併開講科目に
おいて成績評価方法を課程ごと
に明確に区別できていない。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

シラバス

【その他】

文
学
部

文学部・文学研究科では、成績
評価方法などを課程ごとに明確
に区別していないなかで、学部・
大学院の合同授業が開講されて
いることは、学位課程の趣旨に
照らして、改善が望まれる。

文学部の合併（「合同」）科目は
2013年度11科目あった。　文学
部と文学研究科の合併科目は例
外的に設けているだけであり、そ
のうちラテン語等のヨーロッパ古
典言語関係科目は、当該言語初
習者を対象としているので、授業
内容・評価基準は当然同一のも
のとして考えている。　それ以外
の例外的に実施している合同授
業については、成績評価基準等
については学部生と大学院生で
区別するように要請している。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

【その他】

神
学
部

神学部・神学研究科では、成績
評価方法などを課程ごとに明確
に区別していないなかで、学部・
大学院の合同授業が開講されて
いることは、学位課程の趣旨に
照らして、改善が望まれる。

神学研究科では、伝道者育成
（日本基督教団教職の養成）の
観点から、学士課程でキリスト教
神学を十分に学修することなく入
学した社会人学生を主たる対象
として、神学部科目に合併した
「神学基礎科目群」科目を設置し
ている（計15科目）。

上記授業科目のうち、神学部と
神学研究科とで、特に成績評価
基準を区別しシラバスへ記述す
る、あるいは神学研究科にてリ
ポート課題や筆記試験における
設問を多く設定するなどの試み
を行っている科目もあるが、すべ
ての科目に徹底されていない。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

以下を進捗管理の指標とする。

1.「神学科目群」廃止に係る大学院
学則の改正資料及び研究科委員会
記録（抜粋）

2.「大学院前期課程キリスト教伝道
者コース」社会人学生の基礎科目
履修モデル（科目等履修制度の概
要）の作成

【その他】

大
学

神学部・神学研究科、文学部・文
学研究科、社会学部・社会学研
究科、経済学 部・経済学研究
科、理工学部・理工学研究科、
総合政策学部・総合政策研究科
の６学部・研究科では、成績評価
方法などを課程ごとに明確に区
別していないなかで、学部・大学
院の合同授業が開講されている
ことは、学位課程の趣旨に照らし
て、改善が望まれる。

学則上、学部、研究科における
教育及び研究に関する事項は、
それぞれの学部の教授会、研究
科委員会で議決することから、各
学部、研究科において取り組ん
でいる。

2/26 努力課題＜4-2教育内容・方法・成果（教育課程・教育内容＞



何を
学部・大学院の合併科目の到達目標お
よび成績評価方法

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

課程ごとに明確に区別する
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部教授会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして シラバスに明確に記載する どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

達成済
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 学部・大学院合同授業の成績評価方法 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

大学院・学部で明確に区別する。
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
学部教務担当部署および大学院FD/カ
リキュラム検討委員会が中心となって
おこなう。

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

2016年度からの大学院カリキュラム改
訂に向けて現在議論が進んでいる。そ
の中には指摘を受けた大学院と学部の
合同授業における単位認定の問題も含
まれている。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年度のカリキュラム改訂までに問
題を解決する。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
神学研究科における「神学基礎科目
群」科目

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

廃止する。神学研究科における社会人
学生の基礎科目受講に関しては、他の
方法を模索する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
研究科副委員長を中心としたカリキュラ
ム研究委員会（研究科）

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

神学研究科における「神学基礎科目
群」科目廃止を前提とした伝道者育成
のプロセスを検討し、研究科委員会へ
提案する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考

廃止（学則改正）完了（2014年 6　月・研
究科委員会承認）。
「神学基礎科目群」以外の2015年度新
設の合併科目については、シラバス記
述時に成績評価基準の区別を徹底す
る。

備考 備考

何を 合併科目は 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

ヨーロッパ古典言語関係を除き、成績
評価基準を区別する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
教務担当の研究科副委員長が学部の
カリキュラム担当の副学部長と共働で

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
文面で大学院生と学部生の成績評価
の区別を要請する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度開講科目依頼時
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
2014年度、合併科目は9科目であった。
このうち、ヨーロッパ古典言語は6科目
であった。

備考 備考

何を
学部・大学院の合併開講科目における
成績評価方法

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

課程ごとに成績評価方法を区別してシ
ラバスに明記する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 社会学部ＦＤ委員会、大学院ＦＤ委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

学部・大学院の合併開講科目について
は、シラバス作成依頼文書において、
成績評価方法を課程ごとに明確に区別
するように依頼する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１３年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 対応済 備考 備考

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・２０１５年度開講科目シラバス作成依
頼時における学部・研究科から科目担
当者への成績評価に関する依頼文書

・合併科目のシラバス（成績評価基準
が明確に区別されていることがわかる
もの）

【その他】

社
会
学
研
究
科

社会学部・社会学研究科では、
成績評価方法などを課程ごとに
明確に区別していないなかで、
学部・大学院の合同授業が開講
されていることは、学位課程の趣
旨に照らして、改善が望まれる。

学部・大学院の合併開講科目に
おいて成績評価方法を課程ごと
に明確に区別できていない。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

シラバス

【その他】

文
学
研
究
科

文学部・文学研究科では、成績
評価方法などを課程ごとに明確
に区別していないなかで、学部・
大学院の合同授業が開講されて
いることは、学位課程の趣旨に
照らして、改善が望まれる。

文学研究科の合併（「合同」）科
目は2013年度11科目あった。
文学部と文学研究科の合併科目
は例外的に設けているだけであ
り、そのうちラテン語等のヨーロッ
パ古典言語関係科目は、当該言
語初習者を対象としているので、
授業内容・評価基準は当然同一
のものとして考えている。　それ
以外の例外的に実施している合
併授業については、成績評価基
準等については学部生と大学院
生で区別するように要請してい
る。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

◆カリキュラム検討委員会議事録・学
部/大学院シラバス

【その他】

神
学
研
究
科

神学部・神学研究科では、成績
評価方法などを課程ごとに明確
に区別していないなかで、学部・
大学院の合同授業が開講されて
いることは、学位課程の趣旨に
照らして、改善が望まれる。

神学研究科では、伝道者育成
（日本基督教団教職の養成）の
観点から、学士課程でキリスト教
神学を十分に学修することなく入
学した社会人学生を主たる対象
として、神学部科目に合併した
「神学基礎科目群」科目を設置し
ている（計15科目）。

上記授業科目のうち、神学部と
神学研究科とで、特に成績評価
基準を区別しシラバスへ記述す
る、あるいは神学研究科にてリ
ポート課題や筆記試験における
設問を多く設定するなどの試み
を行っている科目もあるが、すべ
ての科目に徹底されていない。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

以下を進捗管理の指標とする。

1.「神学科目群」廃止に係る大学院
学則の改正資料及び研究科委員会
記録（抜粋）

2.「大学院前期課程キリスト教伝道
者コース」社会人学生の基礎科目
履修モデル（科目等履修制度の概
要）の作成

【その他】

総
合
政
策
学
部

総合政策学部・総合政策研究科
では、成績評価方法などを課程
ごとに明確に区別していないな
かで、学部・大学院の合同授業
が開講されていることは、学位課
程の趣旨に照らして、改善が望
まれる。

指摘事項のとおり

理
工
学
部

理工学部・理工学研究科では、
成績評価方法などを課程ごとに
明確に区別していないなかで、
学部・大学院の合同授業が開講
されていることは、学位課程の趣
旨に照らして、改善が望まれる。

学部・大学院の合併科目につい
ては、2013年度秋学期以降は到
達目標および成績評価方法を区
別しているが、2013年度春学期
の開講科目の一部で対応してい
ないものがあった。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

2016年度シラバス

【その他】
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何を 合併開講科目における成績基準 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

課程ごとに明確に区別してシラバスに
明記する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 大学院執行部会(学部長室委員会) 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
望ましい凡例を作成し、担当教員に提
示する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年6月末日
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
大学院執行部は学部長室委員会（大学
執行部）と連携のうえ検討する

備考 備考

何を
学部・大学院の合併科目の到達目標お
よび成績評価方法

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

課程ごとに明確に区別する
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 大学院委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして シラバスに明確に記載する どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

達成済
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 学部・大学院合同授業の成績評価方法 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

大学院・学部で明確に区別する。
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
学部教務担当部署および大学院FD/カ
リキュラム検討委員会が中心となって
おこなう。

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

2016年度からの大学院カリキュラム改
訂に向けて現在議論が進んでいる。そ
の中には指摘を受けた大学院と学部の
合同授業における単位認定の問題も含
まれている。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年度のカリキュラム改訂までに問
題を解決する。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

◆カリキュラム検討委員会議事録・学
部/大学院シラバス

【その他】

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

合併科目のシラバス

【その他】

総
合
政
策
研
究
科

総合政策学部・総合政策研究科
では、成績評価方法などを課程
ごとに明確に区別していないな
かで、学部・大学院の合同授業
が開講されていることは、学位課
程の趣旨に照らして、改善が望
まれる。

指摘事項のとおり

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・合併科目のシラバス
・大学院執行部会、教授会・研究科委
員会の議事録

【その他】

理
工
学
研
究
科

理工学部・理工学研究科では、
成績評価方法などを課程ごとに
明確に区別していないなかで、
学部・大学院の合同授業が開講
されていることは、学位課程の趣
旨に照らして、改善が望まれる。

学部・大学院の合併科目につい
ては、2013年度秋学期以降は到
達目標および成績評価方法を区
別しているが、2013年度春学期
の開講科目の一部で対応してい
ないものがあった。

経
済
学
研
究
科

経済学部・経済学研究科では、
成績評価方法などを課程ごとに
明確に区別していないなかで、
学部・大学院の合同授業が開講
されていることは、学位課程の趣
旨に照らして、改善が望まれる。

経済学部と経済学研究科におい
て合併開講しているものについ
ての成績評価方法は各教員に
委ねられて、シラバスに反映させ
ている。
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「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【努力課題での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】（改善状況）【自己評価】 【進捗状況】（改善状況）【自己評価】 【進捗状況】（改善状況）【自己評価】 【備考】

　

何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
神学部内規における編入学生の履修
単位数上限緩和措置

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

改正し、編入学生に対する例外措置を
廃止する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 副学部長（教務担当） 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
実状（編入学生の１年間における履修
計画・履修単位数）を勘案の上、廃止を
教授会へ提案する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2014年度（2016年度３年次編入学生か
らの適用）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
上記の内規改正は完了している（2014
年 2月・教授会承認）

備考 備考

何を 編入学生の履修上限単位数 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

各学年度の各学期において２４単位以
内とする

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって カリキュラム検討委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
編入学生の卒業までの履修状況・単位
修得状況を分析し、検討を行う。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１６年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 編入学生の単位取得上限を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

見直す
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 拡大カリキュラム委員会と学部長室 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
編入学生の単位取得状況を把握したう
えで

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

新カリキュラムが1巡する2015年度内に
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

カリキュラム検討委員会記録
教授会記録
教務委員会記録
社会学部内規

【その他】

法
学
部

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、編入学生に対
しては、法学部が56単位と高 く、
単位制度の趣旨に照らして改善
が望まれる。

2013年度入学の編入生までは、
旧カリキュラムに属するため履
修緩和はなく、一般学生と同じ上
限が30単位であった。14年度入
学の編入生から現行の新カリ
キュラムを適用し、履修緩和に
よって上限が56単位となってい
る。
　旧カリキュラム時代の実績をみ
ると、過去５年間で毎年５名前後
の編入生が入学し、残留した学
生（入学後２年以内に卒業でき
ず）は２名いた。編入学生の中に
は、法学部以外の学部から来る
者もおり，56単位の履修上限を
減らすと、4年間での卒業に支障
をきたす学生の割合が増えるお
それがある。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・拡大カリキュラム委員会及び教授会
記録
・履修心得（編入学生の履修単位数制
限に関する記述）

【その他】

社
会
学
部

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、編入学生に対
しては、社会学部が60単位と高
く、単位制度の趣旨に照らして改
善が望まれる。

社会学部内規において、次のと
おり定めている。

・２００９年度以前入学生の編入
学生に限り、各学期３６単位まで
履修することができる。

・２０１０年度以降入学生の編入
学生に限り、各学期３０単位まで
履修することができる。

なお、編入学生の適用学則につ
いては、入学した年度にかかわ
らず、編入が許可された学年度
の学生に適用される学則を適用
する。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

【その他】

神
学
部

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、編入学生に対
しては、神学部が60単位と高く、
単位制度の趣旨に照らして改善
が望まれる。

通常（１年次から入学する学生に
ついては）、年間48単位の履修
単位数上限を設けているが、編
入学生については例外としてい
る（神学部内規）。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

以下を進捗管理の指標とする。

1.編入学生に対する履修単位数例
外措置（上限緩和措置）の廃止に係
る神学部内規の改正資料及び教授
会記録（抜粋）

【その他】

　教育内容・方法・成果（教育方法）

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在)

Do＆Ｃｈｅｃｋ

大
学

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、国際学部が３
年次以降におい て56単位と高
く、また編入学生に対しては、神
学部、社会学部、経済学部が60
単位、法学部が56 単位、人間福
祉学部、教育学部、国際学部が
72 単位と高 く、総合政策学部で
は上限を設けていないので、単
位制度の趣旨に照らして改善が
望まれる。

学則上、学部における教育及び
研究に関する事項は、それぞれ
の学部の教授会で議決すること
から、各学部において取り組ん
でいる。

2017年度(2017年6月末現在)

【改善策】(目標) 【改善策】 【改善策】

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ）
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何を
編入学生（他大学よりの）が1年間に履
修できる単位数上限

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

2016年度入学生より適切な単位数を設
定し、内規変更し、指導する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部長室委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
既修得単位認定の見直しを含めた検討
を学部長室委員会にて行い、内規変更
（教授会承認）

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

既修得単位認定の見直しなどが生じる
場合は、2016年度編入学試験要項の
記述に間に合うように2015年5月末まで
に。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 編入学生に対する履修単位数制限 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

編入学生に対して２４単位の履修単位
数制限を設ける

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって カリキュラム検討委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして カリキュラム検討委員会で検討する どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
学部履修内規上の、編入学生が１年間
に履修登録できる単位数の上限。

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

１年間で４８単位とする。
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって カリキュラム委員会が主体となる。 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
内規改正について、学部長室委員会お
よび教授会で承認を受ける。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１４年度中。
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
編入学生に対しての、１年間に履修登
録できる単位数の上限について

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

正規入学の在学生と同様、1学期あた
り、24単位の制限とする

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部長 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
学部教務委員会での検討を基に、教授
会において審議する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2014年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
2014年5月教授会にて、2015年度編入
学生より適用する旨、決議

備考 備考

何を 国際学部内規一部改正 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

２．履修単位数制限
（１）各学年度において履修できる単位
数は次のとおりとする。
［2014年度以降入学生］
第1学年度　春学期 24単位以内、秋学
期 24単位以内。第2学年度　春学期 24
単位以内、秋学期 24単位以内。第3学
年度　春学期 24単位以内、秋学期 24
単位以内。第4学年度　春学期 24単位
以内、秋学期 24単位以内。
［2010～2013年度入学生］
　　　　　　～略～
（４）（１）にかかわらず、2014年度以前
の編入学生に限り、各学期36単位まで
履修することができる。
　　　　　　～略～

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 教授会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして 審議 どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

3年次以降については2013年7月教授
会にて改正し2014年度入学生から適用
済み。編入学生については2014年6月
教授会に改正し、2015年4月から適用
する。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
編入学試験による入学者は、開設から
現在まで0名である。 備考 備考

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・経済学部授業履修内規における編
入学生の単位数上限
・履修心得（編入学生の履修単位数制
限に関する記述）あるいは該当する内
規
・教授会の議事録

【その他】

総
合
政
策
学
部

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、編入学生に対
しては、総合政策学部では上限
を設けていないので、単位制度
の趣旨に照らして改善が望まれ
る。

指摘事項のとおり

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

◆（編入学生の履修単位数制限に関
して定めた記載のある）履修心得、内
規など
◆カリキュラム検討委員会議事録

【その他】

経
済
学
部

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、編入学生に対
しては、経済学部が60単位と高
く、単位制度の趣旨に照らして改
善が望まれる。

2013年度度中に、既修得単位の
適切な単位認定のために内規を
整備し、2014年度入学生より適
用させているが、現状で1年間に
履修登録できる単位数の上限は
変わっていない。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】
・（編入学生の履修単位数制限に関し
て定めた記載のある）履修心得、内規
など
・カリキュラム委員会、学部長室委員
会、教授会の議事録

【その他】

教
育
学
部

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、編入学生に対
しては、教育学部が72単位と高
く、単位制度の趣旨に照らして改
善が望まれる。

指摘事項のとおり
2015年度編入学試験募集要項において、明
示。 Ａ

人
間
福
祉
学
部

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、編入学生に対
しては、人間福祉学部が72単位
と高 く、単位制度の趣旨に照ら
して改善が望まれる。

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、編入学生に対
しては、人間福祉学部は72単位
であった。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・（履修単位数制限に関して定めた記
載のある）履修心得、内規など
・教授会資料など

【その他】

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

学部教務委員会議事録、教授会議事
録、2015年度授業科目履修心得

【その他】

1学期あたり、24単位の制限とする

国
際
学
部

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、国際学部が３
年次以降において56単位と高く、
編入学生に対しては72単位と高
く、単位制度の趣旨に照らして改
善が望まれる。

各学年の履修登録については、
次のとおり、履修登録単位数の
上限を定め、学生が４年間にわ
たって計画的に授業科目を履修
するよう指導した。大学設置基準
第27条の２にもとづき１単位あた
りの学習時間45時間を勘案し、
各授業科目の配当年次や履修
要件の適正な設定によって、過
剰な履修登録等の単位の空洞
化につながることのないよう配慮
した。
１年次　春学期　24単位、　秋学
期　24単位
２年次　春学期　24単位、　秋学
期　24単位
３年次　春学期　28単位、　秋学
期　28単位
４年次　春学期　28単位、　秋学
期　28単位

6/26 努力課題＜4-3教育内容・方法・成果（教育方法）＞



「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【努力課題での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】（改善状況）【自己評価】 【進捗状況】（改善状況）【自己評価】 【進捗状況】（改善状況）【自己評価】 【備考】

　

何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
博士課程前期課程の定員数の見直しと
入学者数確保のための検討

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

定員数の削減および目的別コース制度
の設定

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 大学院将来構想ワーキンググループ 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
大学院将来構想ワーキンググループで
検討し、研究科委員会で提案。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年12月
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
研究科（博士課程前期課程）の入学定
員

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

一学年50人から15人に変更
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
大学院FD/カリキュラム検討委員会（含
入試制度）および学部長室委員会

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして 学内および関係機関と調整 どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年度に変更定員で試験実施
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 学部の編入学定員 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

一学年50人から30人に変更
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
学部入試制度検討委員会および学部
事務室

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして 学内および関係機関と調整 どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年度に変更定員で試験実施
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

◆大学基礎データ（表４）編入学定員
に対する編入学生数比率

◆学部入試制度検討委員会議事録、
入試要項

【その他】

総
合
政
策
学
部

編入学定員に対する編入学生数
比率について、総合政策学部国
際政策学科が0.63 と低いので、
改善が望まれる。

編入学定員は学部全体で一学
年50人であり、これを総合政策
学科35人、国際政策学科15人と
して募集している。この定員枠は
短期大学卒業生に学びの機会を
提供することを意図して設定した
ものであるが、多くの短期大学が
4年生大学に移行したため、短期
大学生の数が全国的に激減し、
本学部が求める学力レベルの編
入生を確保することが困難な状
況にある。今後短期大学生数が
増加に転じるとは考えられないこ
とから、学部全体としての編入学
定員枠を見直さざるをえないもの
と認識している。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

【その他】

大
学

編入学定員に対する編入学生数
比率について、総合政策学部国
際政策学科が0.63 と低いので、
改善が望まれる。

総合政策学研究科において取り
組んでいる。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

◆大学基礎データ表４の“収容定員に
対する在籍学生数比率”

◆大学院FD/カリキュラム検討委員会
議事録、入試要項

【その他】

総
合
政
策
研
究
科

収容定員に対する在籍学生数比
率について、総合政策研究科
（博士課程前期課程）が 0.32と
低いので、改善が望 まれる。

指摘事項のとおり

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

【その他】

経
済
学
研
究
科

収容定員に対する在籍学生数比
率について、経済学研究科（博
士課程前期課程） が0.40と低い
ので、改善が望まれる。

収容定員60名に対して

2011年度入学生13名　2年生11
名
　　　　　　　　　　　計24名　　0.40
2012年度入学生10名　2年生13
名
　　　　　　　　　　　計23名　　0.38
2013年度入学生 3名  2年生　10
名
　　　　　　　　　　　計13名　  0.21
2014年度入学生10名　2年生　3
名
　　　　　　　　　　　計13名　　0.21

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・博士課程前期課程の定員数
(2017年度大学院入試要項に記述)

・大学基礎データ表４の“収容定員に
対する在籍学生数比率”

【その他】

Do＆Ｃｈｅｃｋ

大
学

収容定員に対する在籍学生数比
率について、経済学研究科（博
士課程前期課程） が0.40、総合
政策研究科（博士課程前期課
程）が0.32 と低いので、改善が
望まれる。

経済学研究科及び総合政策研
究科において取り組んでいる。

【改善策】(目標) 【改善策】 【改善策】

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ）

2017年度(2017年6月末現在)

　学生の受け入れ

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在)

7/26 努力課題＜5学生の受け入れ ＞



「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【総評での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】 【自己評価】 【進捗状況】 【自己評価】 【改善策】 【進捗状況】 【自己評価】 【備考】

　

何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
人材の養成に関する目的その他の教
育研究上の目的

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

法律学科、政治学科の学科の違いを明
確化する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部長のリーダーシップの下で行なう。 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
学部長の発議に基づき、学部長室委員
会、教授会の議を経て行う。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度末までに行なう。
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
文学部３学科と文学研究科3専攻にお
ける人材の養成に関する目的の記述

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

違いを明確にする
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 文学研究科執行部会が 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
執行部会で検討を始め、必要であれば
さらに関連部署（委員会）を提案する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１４年中に始め、2015年度中に結論
を出す。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
学部の目的と区別するには「高度な」教
育研究の説明が必要と思われる。

備考 備考

大
学

法
学
部

文
学
研
究
科

「学則」等における人材の養成に
関する目的その他の教育研究上
の目的の内容が、法学部の法律
学科と政治学科の同目的の文章
では、「法学」と「政治学」の文言
以外が同一であるので、それぞ
れの違いをさらに明確にすること
が望まれる。

指摘の状況は変わっていない。

「学則」等における人材の養成に
関する目的その他の教育研究上
の目的の内容が、文学研究科で
は、文学部の各学科の同目的に
「高度な」という文言が追加され
ているのみであり、また法学部の
法律学科と政治学科の同目的の
文章では、「法学」と「政治学」の
文言以外が同一であるので、そ
れぞれの違いをさらに明確にす
ることが望まれる。

学則上、学部における教育及び
研究に関する事項は、それぞれ
の学部の教授会で議決すること
から、各学部において取り組ん
でいる。

【具体的な根拠・データ】

・大学院執行部会議案書（９月５日開
催）

・文学部、文学研究科の「人材の養成
に関する目的その他の教育研究上の
目的」

【その他】

「学則」等における人材の養成に
関する目的その他の教育研究上
の目的の内容が、文学研究科で
は、文学部の各学科の同目的に
「高度な」という文言が追加され
ているのみであり、それぞれの
違いをさらに明確にす ることが
望まれる。

確かに、「総評」で指摘されたよう
に、文学部と文学研究科の人材
の養成に関する目的は、学部の
3学科と研究科の３専攻は同一
目的を掲げており、相違点は「高
度な」教育研究を行うと記載して
いる。文学部・文学研究科では、
人文学の学問上の特徴として普
遍的な志向生を一貫して重視し
ているため、結果的に2013年度
の「学則」では類似した表現に
なっている。

【具体的な根拠・データ】

・学部長室委員会議題・教授会記録
・人材の養成に関する目的その他の
教育研究上の目的

【その他】

Do＆ＣｈｅｃｋDo＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ）
【具体的な根拠・データ】

【その他】

　理念・目的

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在) 2017年度(2017年6月末現在)

【改善策】(目標) 【改善策】

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ）

8/26 総評＜1理念・目的＞



「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【総評での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】 【自己評価】 【進捗状況】 【自己評価】 【改善策】 【進捗状況】 【自己評価】 【備考】

　

何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
文学部として求める教員像と教員組織
の編制方針

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

「文学部人事手続き」に明文化する
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 文学部執行部会が 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
文学部および専修が求める教員像や
編制方針について意見を交わし

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１４年度末までに明文化する
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 教員組織の編制方針 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

明文化する。
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部長のリーダーシップの下で行なう。 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
学部長の発議に基づき、学部長室委員
会、教授会の議を経て行う。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度末までに行なう。
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

教員組織の編制方針は明文化さ
れていない

指摘の状況は変わっていない。

【具体的な根拠・データ】

・学部長室委員会議題・教授会記録
・（教員組織の編制方針が明文化され
た）内規など

【その他】

【具体的な根拠・データ】

・人事委員会記録、審査報告書、文学
研究科「大学院教員及び大学院指導
教員専攻基準」、「研究科の人事手続
き」
・改正された「文学部人事手続き」

【その他】

【具体的な根拠・データ】

【その他】

【改善策】

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ

【改善策】(目標)

　教員・教員組織

2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在)2013年度（認証評価時）

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ

2014年度(2014年6月末現在)

教育・研究に対する姿勢など大
学として求める教員像が明確に
定められていないため、編制方
針を具体的に明示している学部・
研究科が少ない。今後、大学と
して求める教員像を明文化し、
教職員で共有することが望まれ
る。

2017年度(2017年6月末現在)

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ

大学として求める教員像は明確
に定めていない。

大
学

文
学
部

法
学
部

文学部として求める教員像や編
制方針は明文化されていない

本件、固定化した「教員像」「編
制方針」としては明文化されてい
ないが、問題はない。専修の教
育・研究および副専攻制におけ
る学科・専修横断型の教育・研
究制度に対応できる教員組織を
維持している。　文学部「人事委
員会」が人事案件の検討組織と
して機能しており、新任人事は大
学の規程のほかに、「文学部人
事手続き」「文学部研究業績評
価細則」に基づいて選考を行い、
人事委員会で諮った後、教授会
に上程し、承認を得る仕組みが
確立している。人事の適切性・透
明性は十分に確保されている。
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何を 経済学部教員の編制方針 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

明文化し、内規作成のほか、ホーム
ページに掲載する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部長室委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
学部長室委員会にて検討し、教授会に
提案する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年7月末日
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
学部長室委員会は大学院執行部（大学
院教育委員会）の意見を聴取しながら
検討する

備考 備考

何を 教員組織の編制方針 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

カリキュラムの編成と教員組織の編制
が長期的に連動できるようにするため
の基本方針を定める。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 教授会（執行部） 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
将来構想委員会、人事委員会等での検
討

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１６年度末まで
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 総合政策学部の教員組織の編制方針 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

明文化されていない教員組織の編制方
針について具体的に検討を加え、明文
化する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
　学部長室委員会、将来構想検討委員
会、補充人事選考委員会が主体とな
る。

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
　ほぼ共通の認識をあらためて文章化
した上で、各種委員会で検討を行い、
明文化を図る。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

　今後、定年による大規模な補充人事
が開始される2015年春までに作業を進
める。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
神学研究科における「教員組織の編制
方針」

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

策定し、公開する。
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 神学研究科委員長 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
神学部教員から教員を任用することを
踏まえ、すでに運用されている学部の
方針に研究科独自の要素を加える。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
文学研究科として求める教員像と教員
組織の編制方針

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

文学研究科「大学院教員及び大学院指
導教員選考基準」に明文化する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 文学研究科執行部会が主体となり 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして その必要性と可能性について検討する どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2014年度末までに明文化する
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
「共通理解」以上のものが手続きに含ま
れていると考えられる。

備考 備考

神学研究科教員は、神学部教員
から任用する。

神学研究科における「教員組織
の編制方針」については明文化
されていない（神学部における編
制方針はすでに明文化し、公開
している）

http://www.kwansei.ac.jp/s_theol
ogy/s_theology_m_000044.html。

教員組織の編制方針について
は、貴学部の理念である「真に
創造的な能力を有するビジネス
パーソンの育成」を実現するため
に、選考基準に基づき商学研究
科と緊密に連携しながら編制す
るといった方針を掲げているが、
組織の適切性を検証する具体的
な方針とはいいがたい。

教員組織の編制は、商学部およ
び商学研究科のカリキュラムを
的確に反映したものとなっていな
ければならない。そのため、商学
部では人事委員会を構成し、商
学研究科とも緊密に連携しつ
つ、教員選考基準および商学部
教員選考基準内規に基づいて、
人事案＝編制案を教授会に提案
している。すなわち、学部におけ
る組織の適切性とは、カリキュラ
ムとの整合性を前提として確保
されるべきものであり、その上に
年齢構成や職位構成、男女比等
が加味されて適切性が全体とし
て図られるのであろう。したがっ
て、組織の適切性を検証する具
体的な方策としては、人事委員
会のあり方を再検討する必要が
ある。

求める教員像、教員組織の編制
方針については、貴研究科内で
共通理解はあるものの、明文化
されていない。

文学部の項でも示したように、本件、固
定化した「教員像」「編制方針」としては
明文化されていないが、問題はないと
考える。　大学院教員はまず文学部の
教員として選考される。文学部「人事委
員会」が人事案件の検討組織として機
能しており、新任人事は全学的な規程
のほかに、「文学部人事手続き」「文学
部研究業績評価細則」に基づいて選考
を行い、人事委員会で諮った後、教授
会に上程し、承認を得る仕組みが確立
している。人事の適切性・透明性は十
分に確保されている。　研究科人事委
員会ではさらに大学院教員の任用、博
士課程前期課程指導教員、博士課程
後期課程指導教員の任用につき、領
域の意向を書面で尋ね、文学研究科
人事委員会が文学研究科「大学院教
員及び大学院指導教員選考基準」に
基づき人事手続きを進め、研究科委員
会に上程している。　領域の推薦およ
び研究科委員会における審議を経て、
大学院人事が決まる過程は透明で厳
正である。

【具体的な根拠・データ】

◆教員組織の編制方針
◆内規等、教員組織の編制方針が明
文化された場所、印刷物など
◆学部長室委員会・将来構想検討委
員会・補充人事委員会の議事録

【その他】

【具体的な根拠・データ】

以下を根拠（あるいは進捗管理の指
標）とする。

1.「教員組織の編制方針」の策資料及
び研究科委員会記録（抜粋）

【その他】

【具体的な根拠・データ】

大学院執行部会議案書（９月５日開
催）

・文学研究科「大学院教員及び大学院
指導教員選考基準」

【その他】

【具体的な根拠・データ】

・経済学部内規（編制方針）
・ホームページ記載事項

【その他】

教員組織の編制方針は明文化さ
れていない

教員の採用、昇格は大学の教員
選考基準およびそれに準じた経
済学部内規により定められてい
るが、具体的な編制方針は明文
化されていない。

教員組織の編制方針は明文化さ
れていない

　総合政策学部の教員組織編制方針
については、明文化されたものはない
が、以下の共通認識があるものと考え
られる。
　総合政策学部は総合政策・メディア
情報・都市政策・国際政策の４学科か
らなり、複合的領域への知識と幅広い
視野を持つとともに、日本語／ 英語双
方で自己表現できる学生を育てること
を目標としている。このために設けられ
た文理融合型のカリキュラムを実施す
るため、教員組織は総合政策学部教
授会が全体を統括するとともに、個々
の人事にあたっては、各分野の教員か
らなる補充人事委員会が学部全体の
編制を勘案しながらスタッフィングをお
こなう。その際には、各研究・教育分
野、出身国や文化、性別等の多様性を
ベースに、研究者型教員と実務型教員
のバランスを考慮しながら、多様で専
門性に富むカリキュラムの充実を図る
ことが基本的方針である。
　今後は、学部長室委員会、将来構想
検討委員会、補充人事選考委員会等
でこれらの方針を精査し、明文化を目
指す。

【具体的な根拠・データ】

１．（教員組織の編制方針）が記載され
た内規など
２．将来構想委員会答申・人事委員会
答申など

【その他】

教員組織の編制方針について
は、分野ごとの教員配置の考え
方やキリスト教会の教職者を中
心とするなど、「研究科委員会」
内で共通理解があるが、明文化
されていない。

経
済
学
部

商
学
部

総
合
政
策
学
部

神
学
研
究
科

文
学
研
究
科
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何を 教員組織の編制方針 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

教員組織の編制方針の明文化
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 研究科委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
大学院連絡会において原案を作成し、
研究科委員会に提案し、審議する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2014年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 教員組織の編制方針 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

明文化する。
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
研究科委員長（学部長）のリーダーシッ
プの下で行なう。

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
研究科委員長（学部長）の発議に基づ
き、研究科委員会の議を経て行う。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度末までに行なう。
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
経済学部教員の編制方針

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

明文化し、内規作成のほか、ホーム
ページに掲載する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部長室委員会(大学院執行部) 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
学部長室委員会にて検討し、教授会に
提案する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年7月末日
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
学部長室委員会は大学院執行部（大学
院教育委員会）の意見を聴取しながら
検討する

備考 備考

何を

商学研究科の理念を実現するために必
要な教員・教員組織の編制方針（これ
は組織編制の適切性を検証する基準
にもなる）

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

できるだけ明確かつ具体的に設定する
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 人事委員会あるいは新設の委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
上記委員会および教授会での議論を通
じて

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１６年度末
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
総合政策研究科の教員組織の編制方
針

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

明文化されていない教員組織の編制方
針について具体的に検討を加え、明文
化する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
　学部長室委員会、将来構想検討委員
会、補充人事選考委員会が主体となる

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
　現在、ほぼ共通にある認識をあらた
めて検討、文章化した上で、各種委員
会で議論を積み重ねて、明文化を図る

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

　今後、定年による大規模な補充人事
が必要となる2015年春頃までに作業を
進める。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

【具体的な根拠・データ】

◆教員組織の編制方針
◆内規等、教員組織の編制方針が明
文化された場所、印刷物など
◆学部長室委員会・将来構想検討委
員会・補充人事委員会の議事録。

【その他】

【具体的な根拠・データ】

・人事委員会等記録
・教授会記録

・（教員組織の編制方針が明文化され
た）内規など

【その他】

教員組織の編制方針について
は、貴研究科の理念・目的を実
現しうる教員組織を編制すること
としているものの、明文化されて
いない。

教員組織の編制方針として、研
究科の理念・目的を実現しうる編
制としているが、明文化はできて
いない。

教員組織の編制方針は明文化さ
れていない

　現在、総合政策研究科では教員組織
編制方針について明文化したものはな
い。その一方で、15年以上にわたって
高度専門的職業人ならびに研究者養
成の実践を積み重ねた結果、以下の
共通認識があるものと考えられる。
　総合政策研究科の多彩な研究領域
をカバーしながら、理論と実践の双方
で高度専門職業人ならびに研究者養
成にふさわしい人材の確保に務める。
さらに、グローバル社会の到来によっ
て、日本語／ 英語双方での表現力を
教える人材が必要である。
　このような要件を満たすため、総合政
策研究科委員会が教員組織全体を統
括するとともに、個々の人事について
は補充人事委員会が、研究科のカリ
キュラムを勘案しながら、スタッフィング
をおこなう。その際には、学部と同様
に、各研究・教育分野、出身国や文
化、性別等の多様性をベースに、研究
者型教員と実務型教員のバランスを考
慮しながら、多様で専門性に富むカリ
キュラムを担うに足る人材の確保を図
る。
　今後は、学部長室委員会、将来構想
検討委員会、ならびに補充人事選考委
員会等でこのような方針を精査しなが
ら、明文化を目指す。

 「商学研究科の理念を実現する
ために必要な教員・教員組織を、
任用に関する規程および大学院
教員選考基準に基づき、商学部
と緊密に連携しながら編成する
こ と」を編制方針として掲げてい
るが、組織の適切性を検証でき
る具体的な方針とはいいがた
い。

商学部・商学研究科の教員・教
員組織については、任用に関す
る規程および大学院教員選考基
準に基づき、人事委員会が採
用・昇任等の人事を教授会に提
案し、承認を得ているが、これら
の規程および基準は、目標とす
る教員・教員組織を編制するた
めの明確な指針および定期的・
継続的な検証の基準としては不
十分である。

【具体的な根拠・データ】

研究科教員組織の編制方針(資料)
研究科委員会記録

【その他】

【具体的な根拠・データ】

学部長室委員会の議題（検討状況の
記録）

【その他】

【具体的な根拠・データ】

・経済学部内規（編制方針）
・ホームページ記載事項

【その他】

教員組織の編制方針は明文化さ
れていない

教員の採用、昇格は大学の教員
選考基準およびそれに準じた経
済学部内規により定められてい
るが、具体的な編制方針は明文
化されていない。

教員組織の編制方針は明文化さ
れていない

指摘の状況は変わっていない。
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究
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究
科

経
済
学
研
究
科

商
学
研
究
科

総
合
政
策
研
究
科

11/26 総評＜3教員・教員組織＞



何を 教員組織の編制方針 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

明確に定める
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 研究科執行部 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
研究科執行部会において教員組織の
編制方針案を検討し、研究科委員会に
て承認を得る。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１５年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 司法研究科の教員組織の編制方針 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

検討の上、「司法研究科教員組織編制
方針」として明文化する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
司法研究科将来構想委員会
司法研究科長室

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
司法研究科としてあるべき教員編制方
針を将来構想委員会において検討し、
研究科長室および教授会で決定する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2017年度末までに
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 教員組織の編制方針 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

策定（明文化）する
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 研究科執行部および人事委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして 上記会議にて検討を重ねる どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を

40歳未満教員の比率の向上、外国研
究機関との研究交流の発展、大人数科
目の減少、小人数科目の拡充に取り組
む。

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

40歳未満教員の比率の向上、外国研
究機関との研究交流の発展、大人数科
目の減少、小人数科目の拡充を実現す
る。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
人事諮問委員会、国際化推進委員会、
拡大カリキュラム委員会での検討をう
け、教授会の議を経て行う。

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
学部長の諮問をもとに、当該委員会で
具体的方策を検討する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2017年度末までに目に見える成果を得
る。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 40歳未満の教員の比率 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

20%以上にする
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 教授会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
2015年4月に3学科新設する際に、任期
制助教を導入し、若手教員を積極的に
採用していく

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年4月
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

【具体的な根拠・データ】
・言語コミュニケーション文化研究科委
員会資料

・（教員組織の編制方針が明文化され
た）申し合わせ事項など

【その他】

【具体的な根拠・データ】
人事諮問委員会・教授会記録

【その他】

教員組織の編制方針は明確に
定められていない

教員組織の編制方針は明確に
定められていない。

教員組織の編制方針は明文化さ
れていない

教員組織の編制方針は明文化さ
れていない

教員組織の実態は、編制方針に
ほぼ沿った組織となっているが、
若手の教員比率が低いことが課
題となっている。

2014年4月時点で、40歳未満の
教員の比率は12.3%で、40代、50
代の教員に比べて少なくなって
いる。現状では各研究室を一人
で運営しており、経験の浅い若
手教員を採用しにくい状況があ
る。

教員組織の編制方針は明文化さ
れていない

教員の採用・昇格の際に必要と
する各教員に求める能力・資質
などの基準および手続きは「専
門職大学院教員任用規程」など
に明文化しているが、教員組織
の編制方針は明文化されていな
い。

40歳未満教員の比率が低いこ
と、外国研究機関との研究交流
が十分ではないこと、大人数科
目を減少し、少人数科目を拡充
させることなどが課題とされてい
るので、貴学部の方針お よび計
画に即して実行されるよう期待す
る。

人事諮問委員会での人事方針
の議論において、教員組織の年
齢構成、男女比に配慮して教員
人事を進めることへの合意が定
着してきており、人事選考委員会
での選考過程に反映されるよう
になってきている。2014年度採
用の教員人事は、こうした議論を
踏まえ、年齢構成に十分配慮し
たものとなった。外国研究機関と
の研究交流については、海外客
員教員、中国客員教員、海外客
員研究員の制度の運用、吉林大
学、蘇州大学、中国人民大学へ
の教員派遣がおこなわれている
ものの、いわばルーティンの取り
組みにとどまっている。大人数科
目の減少と小人数科目の拡充
は、2012年度から実施されてい
る新カリキュラムにおいて、大人
数科目の複数開講化、演習科目
の増加が進められつつある。

【具体的な根拠・データ】

・教授会の議事録
・大学データ（表２）専任教員年齢構成

【その他】

【具体的な根拠・データ】

編制方針を明文化したものが策定さ
れ、会議にて承認を受けていること

・（教員組織の編制方針が明文化され
た）内規など

・人事委員会の議事録

【その他】

【具体的な根拠・データ】

司法研究科将来構想委員会議事録
司法研究科長室委員会議事録
司法研究科教授会議事録
司法研究科教員組織編制方針

【その他】
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何を 教員の年齢構成 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

　30歳代、40歳代、50歳代、60歳代をい
ずれも30％以下に抑えて、適正な年齢
構成を実現する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
学部長室委員会・将来構想検討委員
会・補充人事委員会が密接に協議を行
いながら、長期的な視野で進める。

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
　2015年から2016年にかけての教員の
定年退職にともなう補充人事で補正を
おこなう。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

　201６年４月を中間目標として、さら
に、2019年４月の時点までに最終的な
達成をめざす。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 専任教員の年齢構成 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

各年代がバランスよく在職するようにす
る
60歳代：約２５％
50歳代：約３３％
40歳代：約２７％
30歳代以下：約１５％

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部長 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
学部将来構想員会のもとで、基本構想
案を検討し、学部教授会において審議
する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2017年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 学部カリキュラムの見直しと連動させる 備考 備考

大学設置基準上の必要教員数
を大幅に上回る専任教員数を配
置しているが、年齢構成は50歳
以上が８割近くを占め、教員の高
年齢化が顕著である。

指摘事項のとおり

【具体的な根拠・データ】

◆学部長室委員会・将来構想検討委
員会・補充人事委員会の議事録。
◆大学データ（表２）専任教員年齢構
成

【その他】

【具体的な根拠・データ】

学部将来構想委員会議事録、教授会
議事録

大学データ（表２）専任教員年齢構成

【その他】

近年、高年齢化が懸念されてい
ることから、適正な年齢構成とな
るよう今後の見直しと採用計画
の実行が望まれる。

　総合政策学部の教員の年齢構
成が偏っている問題は、1995年
の学部創設後、さらに３学科の
増設を重ねて、学部・学科新設
時に赴任した教員層がそのまま
年齢を重ねたことが根本的な原
因である。したがって、当該教員
層の定年退職時の更新時に、適
正な採用計画を立てる必要があ
る。
　2013年認証評価時の年齢構成
であるが、2013年３月31日で７名
の教員が定年退職を迎えたた
め、ある程度の補正が可能と
なったが、30代５名（8.6％）、40
代13名（22.4％）、50代20名
（34.5％）、60代20名（34.5％）で、
いまだ高年齢層に偏っている。ま
た、2014年４月１日現在でも、20
代１名（1.7％）、30代５名
（8.3％）、40代14名（23.3％）、50
代19名（31.7％）、60代21名
（35％）で、いまだ高年齢層に
偏っている。しかし、2016年３月
までに高年齢の教員７名が定年
退職する予定なので、その際に
是正する計画である。

総
合
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策
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部

13/26 総評＜3教員・教員組織＞



「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【総評での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】 【自己評価】 【進捗状況】 【自己評価】 【改善策】 【進捗状況】 【自己評価】 【備考】

　

何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 「教育課程の編成・実施方針」 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

2015年度カリキュラム改編に併せて、
上位の「教育課程の編成・実施方針」も
再検討し、適切な内容に修正する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
副学部長（教務担当）を中心としたカリ
キュラム研究委員会（学部）

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

2015年度カリキュラム体系を検証、「教
育課程の編成・実施方針」の表現にお
いてその適切性を検討し、必要に応じ
て修正案を教授会へ提示する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 法学部ＦＤ委員会での検証内容 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

学部内で共有する
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 法学部FD活動検討委員会が 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
委員会開催ごとに記録をとり、教員全
員で共有する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

達成済
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
神学研究科における「教育課程の編
成・実施方針」

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

2015年度カリキュラム改編に伴う研究
科内規の改正を踏まえ、内規に明示さ
れた修了要件（必要単位数・必修科目）
などを体系的に説明した記述とする。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
研究科副委員長を中心としたカリキュラ
ム研究委員会（研究科）

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
上記、研究科内規の改正を踏まえたカ
リキュラム体系の説明となるよう案を作
成し、研究科委員会へ提案する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

　教育内容・方法・成果（教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針）

Do＆Ｃｈｅｃｋ

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在) 2017年度(2017年6月末現在)

【改善策】(目標) 【改善策】

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ）

【具体的な根拠・データ】

法学部FD活動検討委員会記録

【その他】

【具体的な根拠・データ】

【その他】

【具体的な根拠・データ】

以下を根拠（あるいは進捗管理の指
標）とする。

1.2015年度カリキュラム体系に即した
「教育課程の編成・実施方針」の改正
資料及び教授会記録（抜粋）

【その他】

【具体的な根拠・データ】

以下を根拠（あるいは進捗管理の
指標）とする。

1.2015年度カリキュラム体系に即し
た「教育課程の編成・実施方針」の
改正資料及び研究科委員会記録
（抜粋）

【その他】

学位授与方針を反映して、博士
課程前期課程３項目、博士課程
後期課程２項目の教育課程の編
成・実施方針が示されているが、
人材養成の目的や学位審査の
プロセスに偏っている記述が見
受けられる。

神学研究科における「教育課程
の編成・実施方針」は、2011年度
に「学位授与の方針」「入学者受
入れの方針」とともに公開されて
いる。

http://www.kwansei.ac.jp/s_theol
ogy/s_theology_004204.html

2013年度の大学評価において
『…人材養成の目的や学位審査
のプロセスに偏っている記述が
見受けられる』との指摘を受けた
が（『関西学院大学に対する大学
評価（認証評価）結果』，p.18）、
見直しとともに、カリキュラム・
マップ（前期課程）も再度検証し、
改訂すべきと認識している。

大
学

神
学
部

法
学
部

神
学
研
究
科

「法学部ＦＤ活動検討委員会」は
議事録が取られていないので、
検証内容が組織内で共有がなさ
れるよう、整備が必要である。

指摘事項のとおり

教育課程の編成・実施方針は、
キリスト教伝道者としての基礎
力、発展的知識の修得を目指す
べく具体的な能力や学習成果を
示した記述になっており、学位授
与方針に近い表現である。

神学部における「教育課程の編
成・実施方針」は、５項目の大分
類および40項目の小分類から構
成される。うち、大項目ひとつ（小
項目６つ）はキリスト教伝道者
コースの学生（将来伝道者として
働く志をもつ者）を対象としたカリ
キュラムに関する記述であり、他
はすべてキリスト教思想・文化
コースも含めたキリスト教神学全
般を学修するためのカリキュラム
体系について述べられている。

http://www.kwansei.ac.jp/r/th_p
olicies/

学位授与方針については、一部
の研究科の内容が教育目標に
似通っているなど、課程修了に
あたって修得しておくべき学習の
成果が明確になっていない方針
がある。また教育課程の編成・実
施方針については、学部では修
得すべき能力を示しているもの
や、研究科では論文審査のプロ
セスに偏っているものなど、カリ
キュラム編成の基本的な考え方
としてはふさわしくない方針が見
受けられる。なお、これらの方針
は各学部・研究科の独自のウェ
ブページ、『履修心得』などで統
一的に公表されていないケース
がある。貴大学では、「全学的な
教育改善および教育の充実に向
けた取組の推進に関する基本方
針」により、「教学上の目標・目
的・３つのポリシー等の定期的な
検証と公表に関する体制の確
立」を目指し、それぞれのポリ
シーの内容および相互の連関に
ついて、毎年度検証するとしてい
る。これらの体制のなかで、各方
針が見直されることを期待する。

学則上、学部、研究科における
教育及び研究に関する事項は、
それぞれの学部の教授会、研究
科委員会で議決することから、各
学部、研究科において取り組ん
でいる。

14/26 総評＜4-1教育内容・方法・成果（教育目標、学位授与方針～



何を 学位授与方針において 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

修得しておくべき学習成果を明示する。
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
大学院諸問題検討委員会を検討の主
体とする。

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

大学院諸問題検討委員会で、学位授与
方針に明示する「修得しておくべき学習
成果」の内容について検討の上原案を
作成し、研究科委員会の審議を経て学
位授与方針を改正する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１４年度内に完了する。
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
先端マネジメント専攻の教育課程の編
成・実施方針

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

カリキュラム編成における考え方を明
確にする

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 博士課程執行部 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして 上記会議にて検討を重ねる どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

【具体的な根拠・データ】

・学生の手引き（に記載されている教
育課程の編成・実施方針）
・研究科委員会の議事録

【その他】

【具体的な根拠・データ】

・（学位授与方針が記載された）履修
心得、Webサイト
・大学院問題検討委員会、研究科委
員会の議事録

【その他】

学位授与方針には、貴大学の理
念を理解し、実践に反映できる
能力の育成などを掲げた基本理
念の下で、「福祉社会の維持・発
展に貢献できる知識や技術を備
えた人材を育成する」などを課程
ごとに定めているが、人材養成
の目的や学位論文提出のプロセ
スの説明に偏っており、修得して
おくべき学習成果が明確でない。

学位授与方針に、修得しておく
べき学習成果が明示されていな
かった。

（先端マネジメント専攻）
教育課程の編成・実施方針にお
いては、必要な研究指導につい
て具体的な説明がされている
が、学年ごとの研究指導の過程
を説明するに留まっており、カリ
キュラム編成における考え方が
明確になっていない。

学生の手引きに、研究指導を含
む学位取得の過程を詳細に説明
しているが、先端マネジメント専
攻のカリキュラム編成における
考え方は明示していない。

人
間
福
祉
研
究
科

経
営
戦
略
研
究
科
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「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【総評での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】 【自己評価】 【進捗状況】 【自己評価】 【改善策】 【進捗状況】 【自己評価】 【備考】

　

何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 博士課程後期課程のカリキュラム 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

コースワークを適切に組み合わせる
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 大学院委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
各専攻でコースワークを導入したカリ
キュラムを早期修了にも対応できるよう
に設計する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 博士課程後期課程のカリキュラム 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

コースワークを適切に組み合わせた内
容にする

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 研究科委員長 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
大学院問題検討委員会において検討
を行い、研究科委員会で審議する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 後期課程のカリキュラム 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

コースワークを導入したカリキュラムに
する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 研究科執行部 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
研究科執行部会においてコースワーク
導入案を検討し、後期課程指導教員会
において承認を得る。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１６年度
（決定は２０１４年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

　教育内容・方法・成果（教育課程・教育内容）

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在) 2017年度(2017年6月末現在)

【改善策】(目標) 【改善策】

【具体的な根拠・データ】

【その他】

博士課程後期課程の教育課程
では、「特別研究」を通じて専門
分野についての深い学識と高度
な研究能力を養うことを目指して
いるが、リサーチワークのみが
設定されており、コー スワークを
適切に組み合わせたカリキュラ
ムとはいえない。課程制大学院
制度の趣旨に照らして、コース
ワークを適切に組み込むよう、改
善が望まれる。

大学院博士課程後期課程にお
いて、理工学研究科は、リサーチ
ワークのみでコースワークが設
定されていない。
(努力課題と同じ)

大学院の教育課程については、
おおむね教育課程の編成・実施
方針に沿った編成がされている
が、理工学研究科、総合政策研
究科、言語コミュニケーション文
化研究科、教育学研究科の博士
課程後期課程においては、「特
別研究」「研究指導」「研究演習」
などの科目が設けられているの
みであり、リサーチワーク中心の
教育課程 となっているので、
コースワークとリサーチワークを
適切に組み合わせるよう、課 程
制大学院制度の趣旨に照らして
改善が望まれる。

学則上、学部、研究科における
教育及び研究に関する事項は、
それぞれの学部の教授会、研究
科委員会で議決することから、各
学部、研究科において取り組ん
でいる。

【具体的な根拠・データ】

2016年度博士課程後期課程シラバス

【その他】

博士課程後期課程においては
「研究演習」という科目のみの開
設であり、コースワークを適切に
組み合わせたカリキュラムとなっ
ていないので、 課程制大学院制
度の趣旨に沿って改善が望まれ
る。

コースワークを適切に組み合わ
せたカリキュラムとは言えない
(努力課題と同じ)

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・大学院問題検討委員会議事録、研
究科委員会議事録

・博士課程後期課程のシラバス

【その他】

博士課程後期課程では、指導教
員が週に一度実施する個人指導
と集団指導があるが、コース
ワークが開設されていないので、
課程制大学院制度の趣旨に沿っ
て改善が望まれる。

後期課程は「研究指導」のみで、
修得必要単位はない。
「研究指導」として、指導教員と
学生が１対１で行う「言語コミュニ
ケーション文化インディペンデン
ト・スタディ」、および、３名の教員
からなるアドバイザリー・コミッ
ティが学生１名に指導する「言語
コミュニケーション文化セミナー」
を設定している。
(努力課題と同じ)

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・言語コミュニケーション文化研究科後
期課程指導教員会資料

・シラバス

【その他】

大
学

理
工
学
研
究
科

教
育
学
研
究
科

言
語
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

文
化
研
究
科
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何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
神学研究科における「神学基礎科目
群」科目

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

廃止する。神学研究科における社会人
学生の基礎科目受講に関しては、他の
方法を模索する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
研究科副委員長を中心としたカリキュラ
ム研究委員会（研究科）

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

神学研究科における「神学基礎科目
群」科目廃止を前提とした伝道者育成
のプロセスを検討し、研究科委員会へ
提案する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考

廃止（学則改正）完了（2014年 6月・研
究科委員会承認）。
「神学基礎科目群」以外の2015年度新
設の合併科目については、シラバス記
述時に成績評価基準の区別を徹底す
る。

備考 備考

何を 合併科目は 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

ヨーロッパ古典言語関係を除き、成績
評価基準を区別する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
教務担当の研究科副委員長が学部の
カリキュラム担当の副学部長と共働で

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
文面で大学院生と学部生の成績評価
の区別を要請する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度開講科目依頼時
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
2014年度、合併科目は9科目であった。
このうち、ヨーロッパ古典言語は6科目
であった。

備考 備考

何を
学部・大学院の合併開講科目における
成績評価方法

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

課程ごとに成績評価方法を区別してシ
ラバスに明記する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 社会学部ＦＤ委員会、大学院ＦＤ委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

学部・大学院の合併開講科目について
は、シラバス作成依頼文書において、
成績評価方法を課程ごとに明確に区別
するように依頼する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１３年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 対応済 備考 備考

何を 合併開講科目における成績基準 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

課程ごとに明確に区別してシラバスに
明記する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 大学院執行部会(学部長室委員会) 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
望ましい凡例を作成し、担当教員に提
示する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年6月末日
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
大学院執行部は学部長室委員会（大学
執行部）と連携のうえ検討する

備考 備考

【具体的な根拠・データ】

【その他】

一部の科目において学部との合
同授業が行われているが、成績
評価基準が区 別されていないの
で、改善が望まれる。

神学研究科では、伝道者育成
（日本基督教団教職の養成）の
観点から、学士課程でキリスト教
神学を十分に学修することなく入
学した社会人学生を主たる対象
として、神学部科目に合併した
「神学基礎科目群」科目を設置し
ている（計15科目）。

上記授業科目のうち、神学部と
神学研究科とで、特に成績評価
基準を区別しシラバスへ記述す
る、あるいは神学研究科にてリ
ポート課題や筆記試験における
設問を多く設定するなどの試み
を行っている科目もあるが、すべ
ての科目に徹底されていない。
(努力課題と同じ)

学部教育から大学院教育へと体
系的かつスムーズな橋渡しを行
うため、両者を一体的なカリキュ
ラムとして連携させる取り組みが
進められているが、神学部・神学
研究科、文学部・文学研究科、
社会学部・社会学研究科、経済
学部・経済学研究科、 理工学
部・理工学研究科、総合政策学
部・総合政策研究科で開設され
ている一部の科目では、成績基
準が明確に区分されていないな
かで、学部と大学院の合同授業
が実施されており、改善が望ま
れる。

学則上、学部、研究科における
教育及び研究に関する事項は、
それぞれの学部の教授会、研究
科委員会で議決することから、各
学部、研究科において取り組ん
でいる。

【具体的な根拠・データ】

以下を進捗管理の指標とする。

1.「神学科目群」廃止に係る大学院
学則の改正資料及び研究科委員会記
録（抜粋）

2.「大学院前期課程キリスト教伝道
者コース」社会人学生の基礎科目履
修モデル（科目等履修制度の概要）
の作成

【その他】

一部の科目において学部との合
同授業が行 われているが、成績
評価基準が区別されていないの
で、改善が望まれる。

文学研究科の合併（「合同」）科
目は2013年度11科目あった。
文学部と文学研究科の合併科目
は例外的に設けているだけであ
り、そのうちラテン語等のヨーロッ
パ古典言語関係科目は、当該言
語初習者を対象としているので、
授業内容・評価基準は当然同一
のものとして考えている。　それ
以外の例外的に実施している合
併授業については、成績評価基
準等については学部生と大学院
生で区別するように要請してい
る。
(努力課題と同じ)

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・２０１５年度開講科目シラバス作成依
頼時における学部・研究科から科目担
当者への成績評価に関する依頼文書

・合併科目のシラバス（成績評価基準
が明確に区別されていることがわかる
もの）

【その他】

一部の科目において学部との合
同授業が行われているが、成績
評価基準が区別されていないの
で、改善が望まれる。

学部・大学院の合併開講科目に
おいて成績評価方法を課程ごと
に明確に区別できていない。
(努力課題と同じ)

【具体的な根拠・データ】

シラバス

【その他】

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・合併科目のシラバス
・大学院執行部会、教授会・研究科委
員会の議事録

【その他】一部の科目において学部との合
同授業が行われているが、成績
評価基準が区 別されていないの
で、改善が望まれる。

経済学部と経済学研究科におい
て合併開講しているものについ
ての成績評価方法は各教員に
委ねられて、シラバスに反映させ
ている。
(努力課題と同じ)

大
学

神
学
研
究
科

文
学
研
究
科

社
会
学
研
究
科

経
済
学
研
究
科
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何を 学部・大学院合同授業の成績評価方法 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

大学院・学部で明確に区別する。
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
学部教務担当部署および大学院FD/カ
リキュラム検討委員会が中心となって
おこなう。

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

2016年度からの大学院カリキュラム改
訂に向けて現在議論が進んでいる。そ
の中には指摘を受けた大学院と学部の
合同授業における単位認定の問題も含
まれている。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年度のカリキュラム改訂までに問
題を解決する。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

【具体的な根拠・データ】

◆カリキュラム検討委員会議事録・学
部/大学院シラバス

【その他】
学部との間で合同授業が実 施さ
れているが、その成績評価方法
などについて、明確に区別され
ていないので、 改善が望まれ
る。

指摘事項のとおり
(努力課題と同じ)

総
合
政
策
研
究
科
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「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【総評での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】 【自己評価】 【進捗状況】 【自己評価】 【改善策】 【進捗状況】 【自己評価】 【備考】

　

何を シラバス 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

充実と高度化
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 教務機構 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
新シラバスシステム稼働により、項目内
容および必須入力項目を見直し、曖昧
な成績評価の記述を防ぐ、など。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2013年9月新シラバスシステム稼働によ
り達成済

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
新システム稼働が認証評価（実地調
査）直前であり、その時点では十分に整
備できていなかった

備考 備考

何を
神学部内規における編入学生の履修
単位数上限緩和措置

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

改正し、編入学生に対する例外措置を
廃止する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 副学部長（教務担当） 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
実状（編入学生の１年間における履修
計画・履修単位数）を勘案の上、廃止を
教授会へ提案する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2014年度（2016年度３年次編入学生か
らの適用）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
上記の内規改正は完了している（2014
年 2月・教授会承認）

備考 備考

何を
編入学生の1年間における履修登録単
位数について

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

明文化する
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 文学部執行部が 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
2015年度『文学部履修心得』に記載す
る。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2014年度末
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
評価結果報告書では左記表現である
が、実際は編入学年の単位数制限が
適用される。

備考 備考

何を 編入学生の履修上限単位数 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

各学年度の各学期において２４単位以
内とする

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって カリキュラム検討委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
編入学生の卒業までの履修状況・単位
修得状況を分析し、検討を行う。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１６年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考

評価結果報告書では左記表現である
が、これは2009年度以前編入学生適用
である。現在は努力課題の指摘通り６０
単位である。

備考 備考

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在)

編入学生における１年間の履修
登録単 位数の上限が 60 単位と
高いので、改善が望まれる。

通常（１年次から入学する学生に
ついては）、年間48単位の履修
単位数上限を設けているが、編
入学生については例外としてい
る（神学部内規）。
（努力課題と同じ）

編入学生における１年間の履修
登録単位数の上限が各学期36
単位（年間72 単位）と高いので、
単位制度の趣旨に照らして、改
善が望まれる。

社会学部内規において、次のと
おり定めている。

・２００９年度以前入学生の編入
学生に限り、各学期３６単位まで
履修することができる。

・２０１０年度以降入学生の編入
学生に限り、各学期３０単位まで
履修することができる。

なお、編入学生の適用学則につ
いては、入学した年度にかかわ
らず、編入が許可された学年度
の学生に適用される学則を適用
する。
（努力課題を参照）

シラバスの充実と高度化に努め
ているが、教員ごとの内容の精
粗はまだ十分には解消していな
い。大学として定めた「全学的な
教育改善および教育の充実に向
けた取組の推進に関する基本方
針」には「シラバス整備体制の強
化」が示されているので、導入が
予定されている新シラバスシス
テムにおいて、改善が期待され
る。

編入学生における１年間の履修
登録単位数の上限が定められて
いないので、改善が望まれる。

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ）

2014年度『文学部履修心得』159
頁には、各学年において履修登
録できる単位数の上限を明示し
ており、編入学生にも編入学年
の単位数制限が適用される。同
じ上限数を設けることを前提にし
ており、編入学性を特別扱いして
いない。また、ここ数年編入学生
の受け入れはなかったため、全く
問題はなかった。

２０１３年９月稼働の新シラバス
システムにおいて、項目内容お
よび必修入力項目の見直しを
行った。特に成績評価項目につ
いては評価項目毎の評価割合を
必須入力としたため、曖昧な成
績評価の記述が不可能となっ
た。記述内容精粗については開
講部署において行っておりまだ
十分な解消とはいえないが、シ
ステム制御における内容整備を
進めている。

2016年度(2016年6月末現在)

【改善策】(目標) 【改善策】

　教育内容・方法・成果（教育方法）

【具体的な根拠・データ】

２０１５年度文学部履修心得
（２０１４年度末発行見込み）

【その他】

2017年度(2017年6月末現在)

【具体的な根拠・データ】

カリキュラム検討委員会記録
教授会記録
教務委員会記録
社会学部内規

【その他】

【具体的な根拠・データ】

以下を進捗管理の指標とする。

1.編入学生に対する履修単位数例外
措置（上限緩和措置）の廃止に係る
神学部内規の改正資料及び教授会記

録（抜粋）

【その他】

Do＆Ｃｈｅｃｋ
【具体的な根拠・データ】

新シラバスシステム

【その他】

大
学

神
学
部

文
学
部

社
会
学
部
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何を 編入学生の単位取得上限を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

見直す
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 拡大カリキュラム委員会と学部長室 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
編入学生の単位取得状況を把握したう
えで

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

新カリキュラムが1巡する2015年度内に
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 編入学生に対する履修単位数制限 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

編入学生に対して２４単位の履修単位
数制限を設ける。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって カリキュラム検討委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして カリキュラム検討委員会で検討する。 どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
編入学生に対しての、１年間に履修登
録できる単位数の上限について

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

正規入学の在学生と同様、1学期あた
り、24単位の制限とする

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部長 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
学部教務委員会での検討を基に、教授
会において審議する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2014年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
2014年5月教授会にて、2015年度編入
学生より適用する旨、決議

備考 備考

何を
国際学部内規一部改正

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

２．履修単位数制限
（１）各学年度において履修できる単位
数は次のとおりとする。
［2014年度以降入学生］
第1学年度　春学期 24単位以内、秋学
期 24単位以内。第2学年度　春学期 24
単位以内、秋学期 24単位以内。第3学
年度　春学期 24単位以内、秋学期 24
単位以内。第4学年度　春学期 24単位
以内、秋学期 24単位以内。
［2010～2013年度入学生］
　　　　　　～略～
（４）（１）にかかわらず、2014年度以前
の編入学生に限り、各学期36単位まで
履修することができる。
　　　　　　～略～

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 教授会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして 審議 どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

3年次以降については2013年7月教授
会にて改正し2014年度入学生から適用
済み。編入学生については2014年6月
教授会に改正し、2015年4月から適用
する。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
編入学試験による入学者は、開設から
現在まで0名である。

備考 備考

何を
初年次における基礎科目の授業内容
や履修者の学習状況や成績情報

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

専門科目担当者間で周知し科目運営
に生かす

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部ＦＤ委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
科目担当者会の情報を教授会で報告し
共有する。また必要に応じてFD研修会
として開催する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年3月末日
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

授業方法の改善については、導
入科目である基礎演習、専門基
礎科目の担当者会を通じて、授
業内容や成績等の情報の共有と
授業改善について継続的に話し
合いが行われるなど、検証･改善
のプロセスは確立している。しか
し、そうした情報が専門科目を持
つすべての担当者に正確に共有
されていない点は、今後見直し
が必要で ある。

科目担当者会で話し合われた事
項をすべての担当者に共有でき
ていない。

編入学生の１年間に履修登録で
きる単位数の上限が各学期 28
単位（年間 56 単位）と高いの
で、単位制度の趣旨に照らして
改善 が望まれる。

2013年度入学の編入生までは、
旧カリキュラムに属するため履
修緩和はなく、一般学生と同じ上
限が30単位であった。14年度入
学の編入生から現行の新カリ
キュラムを適用し、履修緩和に
よって上限が56単位となってい
る。
　旧カリキュラム時代の実績をみ
ると、過去５年間で毎年５名前後
の編入生が入学し、残留した学
生（入学後２年以内に卒業でき
ず）は２名いた。編入学生の中に
は、法学部以外の学部から来る
者もおり、56単位の履修上限を
減らすと、4年間での卒業に支障
をきたす学生の割合が増えるお
それがある。」
（努力課題と同じ）

１年間に履修登録できる単位数
の上限につ いて、編入学生にお
いて年間 72 単位と高いので、単
位制度の趣旨に照らして改善が
望まれる。

指摘事項のとおり
（努力課題と同じ）

努力課題と同じ Ａ

【具体的な根拠・データ】

・2015年度もしくは2016年度の教授会
での報告数、またはＦＤ研修会の開催
数
・教授会、ＦＤ研修会の議事録

【その他】

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・（履修単位数制限に関して定めた記
載のある）履修心得、内規など
・教授会資料など

【その他】

１年間に履修登録できる単位数
の上限が、編入学生において年
間 72 単 位と高いので、単位制
度の趣旨に照らして改善が望ま
れる。

各学年の履修登録については、
次のとおり、履修登録単位数の
上限を定め、学生が４年間にわ
たって計画的に授業科目を履修
するよう指導した。大学設置基準
第27条の２にもとづき１単位あた
りの学習時間45時間を勘案し、
各授業科目の配当年次や履修
要件の適正な設定によって、過
剰な履修登録等の単位の空洞
化につながることのないよう配慮
した。
１年次　春学期　24単位、　秋学
期　24単位
２年次　春学期　24単位、　秋学
期　24単位
３年次　春学期　28単位、　秋学
期　28単位
４年次　春学期　28単位、　秋学
期　28単位
（努力課題と同じ）

１年間に履修登録できる単位数
の上限について、編入学生には
制限がないので、改善が望まれ
る。

指摘事項のとおり
（努力課題と同じ）

【具体的な根拠・データ】
拡大カリキュラム委員会及び教授会記
録

【その他】

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

◆（編入学生の履修単位数制限に関
して定めた記載のある）履修心得、内
規など
◆カリキュラム検討委員会議事録

【その他】

【具体的な根拠・データ】

学部教務委員会議事録、教授会議事
録、2015年度授業科目履修心得

【その他】

1学期あたり、24単位の制限とする

法
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何を
アカデミックアドバイザー制度の導入に
よる指導体制

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

制度を確立する
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 学部執行部 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして 学部執行部での検討 どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

２０１６年度末
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を シラバスにおける「（授業の）到達目標」 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

「（授業の）到達目標」を明確に示すこと
を授業担当者に徹底する。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 研究科副委員長および事務担当者 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

2015年度カリキュラム再編にあわせて
カリキュラム・マップを再検討する際、授
業の到達目標がイメージできるような表
現を採用する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 文学研究科の「教育方法」 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

学生の評価および意見を調査し、改善
点があれば検討する

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
文学研究科執行部、大学院問題検討
委員会

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
ウェブ上で回答する方式のアンケート
の実施

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2014年度秋学期
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考

2014年度春学期にウェブ方式で授業評
価アンケートを実施した（2014年7月）。
回収率が27.6％となり、前回に比べて
12ポイント改善した。

備考 備考

何を
授業調査アンケート項目としてシラバス
との整合性を問うものを

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

追加する
どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 大学院委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

大学院の授業調査アンケート項目を、
シラバスとの整合性を問う項目のある
学部の授業調査アンケート項目と同じ
にする

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

達成済
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

新カリキュラムにおいては、必修
科目の増加や研究演習履修条
件の厳格化などを実施したた
め、学生に対し積極的な学習姿
勢を指導する必要が生じてい
る。これらの課題への適切な対
応が望まれる。

積極的な学習姿勢を促すため、
１年生の成績不振者へ指導する
ような体制をとっている。
具体的には、１年生に対し、春学
期終了時点での成績に基づいて
対象学生を抽出し、秋学期中に
個別面談及び学修指導を商学
演習担当者により行っている。

【具体的な根拠・データ】

１．執行部会議事メモ
２．教授会記録

【その他】

「３つのポリシーとシラバスにつ
いて」をテーマに「ＦＤ研修会」を
実施し、シラバスに沿った授業実
施に向けて教員の共通理解を
図ったが、検証の結果、授業の
「到達目標」に関する記載がいま
だ不十分であることから、
2013(平成25)年度に向けて記載
の徹底を図っていく意向が示さ
れている。

研究科副委員長および事務担当
者がシラバス記述について学部
科目と同様に確認を行い、授業
担当者に適宜修正を依頼してい
る（講義目的・到達目標、授業計
画・回数、準備学習など）。結果、
2013年度以降、本件について
は、ある程度の改善をみている
と言ってよいが、継続的に努力
が必要である。

【具体的な根拠・データ】

以下を根拠（あるいは進捗管理の指
標）とする。

1.「教育課程の編成・実施方針」に
即した「（授業の）到達目標」の記
載率（の向上）
2．シラバス（「到達目標」欄にお
ける内容）

【その他】

教育方法の検証および授業改善
に向けた取り組みについては、
独自の授業評価アンケートを各
学期に１回、計２回実施してその
結果を「研究科委員会」で報告
し、 研究科における授業・研究
指導上の課題についての共通認
識の形成に努めているものの、
アンケートの回収率は低い。各
専攻の代表者からなる「大学院
問題検討会」 が教育内容・方法
などの検証を行っており、それを
前提に「研究科委員会」で改善
策を検討している。

2013年度は、大学院問題検討委
員会を３回開催し、教育内容・方
法および成果（「教育方法」）の
検討などを行った。また、大学院
執行部会ではさらに詳細こ教育
方法に関連する諸課題の検討を
行った。このなかで、学生の意見
やコメントを得るために年に2回
実施してきた紙媒体による授業
評価アンケートの回収率が20％
前後と低いことについて、2013年
度は 、アンケート方式の改善に
ついても検討を行った。なお、回
答率は例年20%前後と低いもの
の、カリキュラムについては2013
年度も概ね高い評価を得てい
る。

【具体的な根拠・データ】

・２０１４年度春学期授業評価集計
データ
・文学研究科執行部会資料
・文学研究科研究科委員会資料

【その他】

【具体的な根拠・データ】

大学院授業評価アンケート

【その他】

授業内容・方法とシラバスとの整
合性は、学生への授業調査アン
ケート項目となっていないので、
今後の見直しが必要である。

授業内容・方法とシラバスとの整
合性は、学生への授業調査アン
ケート項目となっていない。

商
学
部

神
学
研
究
科

文
学
研
究
科

理
工
学
研
究
科
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「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【総評での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】 【自己評価】 【進捗状況】 【自己評価】 【改善策】 【進捗状況】 【自己評価】 【備考】

　

何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を
文学研究科のアドミッション・ポリシーと
入学後の人材養成の目的に

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

現状のように整合性を持たせ、さらに両
者の内容の相違点を明確にする。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 研究科執行部会が 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして 両者の記載内容を比較する。 どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

検討は２０１４年度から始め、2015年度
に達成を目指す。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 理工学研究科のアドミッション・ポリシー 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

人材の養成に関する目的との違いを明
確にする

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 大学院委員会 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
担当者を決めて修正案を作成し、大学
院委員会および各専攻で検討する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考
組織間の精粗については、大学全体の
方針が決まってからそれに合わせて改
善する

備考 備考

何を
学生の受け入れ方針（アドミッション・ポ
リシー）について再考する。

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

2016年度のカリキュラム改訂にあわせ
て総合政策研究科の人材養成の目的
等を明確にする。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
大学院FD/カリキュラム検討委員会が
中心となり、改正に向けて議論をしてい
る。

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

2016年度からのカリキュラム改訂では
各専攻分野の内容を整理するつもりで
ある。これを学生受け入れ方針に反映
する。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2015年度のWebページ、入試要項に反
映できるように計画をしている。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を アドミッション・ポリシー 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

人材の養成に関する目的その他の教
育研究上の目的との違いを明確にする

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 研究科委員長 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして
大学院問題検討委員会において検討
を行い、研究科委員会で審議する

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2016年度
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

　学生の受け入れ

【具体的な根拠・データ】

・理工学部ＨＰ
・研究科のアドミッション・ポリシー
・研究科の人材の養成に関する目的

【その他】

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在) 2017年度(2017年6月末現在)

【改善策】(目標) 【改善策】

【具体的な根拠・データ】

【その他】

【具体的な根拠・データ】

・大学院執行部会議案書（９月５日開
催）
・研究科のアドミッション・ポリシー、人
材の養成に関する目的その他の教育
研究上の目的

【その他】文
学
研
究
科

各学部・研究科の学生の受け入
れ方針（アドミッション・ポリシー）
は、理念・目的、教育目標を踏ま
え、求める学生像や、修得してお
くべき知識等の内容・水準等を明
らかにしており、ウェブページ、
入試要項などに示されている。し
かし、文学研究科、理工学研究
科、総合政策研究科、教育学研
究科の方針については、人材養
成の目的と記載内容が似通って
おり、また組織間において精粗
がみられるので、 それぞれ明確
に記述することが望まれる。

文学研究科のアドミッション・ポリシー
は入学後の教育研究の目的と一貫性
を持たせるため人材養成の目的と類似
していることは理解できる。具体的に
は、基礎学力、観察力、および課題へ
の主体的な取り組みの姿勢を備えて
いることが、アドミッション・ポリシーに
含まれる、入学後はそれらの専門性を
備えた人材を育成することが目的とな
る。前期課程と後期課程を分けて記載
している。具体的には、2013年度も例
年どおり、文学研究科では学外からの
受験者も含めて、入学試験以前の個
別の面談やガイダンスを行うことを重
視しており、個別の専門分野の独自性
に照らしつつ、より丁寧な入学前指導
のための努力を重ねている。　人文学
を主たる分野とする文学研究科におけ
る人材養成の目標設定に、一般的・普
遍的な特徴があることは妥当であると
いう視点は、専門職大学院などのより
具体的な視点とは異なる面があること
を文学研究科では認識している。

大
学

各学部・研究科の学生の受け入
れ方針（アドミッション・ポリシー）
は、理念・目的、教育目標を踏ま
え、求める学生像や、修得してお
くべき知識等の内容・水準等を明
らかにしており、ウェブページ、
入試要項などに示されている。し
かし、文学研究科、理工学研究
科、総合政策研究科、教育学研
究科の方針については、人材養
成の目的と記載内容が似通って
おり、また組織間において精粗
がみられるので、 それぞれ明確
に記述することが望まれる。

学則上研究科に関する事項は、
それぞれの研究科委員会で議決
することから、各研究科において
取り組んでいる。

総
合
政
策
研
究
科

各学部・研究科の学生の受け入
れ方針（アドミッション・ポリシー）
は、理念・目的、教育目標を踏ま
え、求める学生像や、修得してお
くべき知識等の内容・水準等を明
らかにしており、ウェブページ、
入試要項などに示されている。し
かし、文学研究科、理工学研究
科、総合政策研究科、教育学研
究科の方針については、人材養
成の目的と記載内容が似通って
おり、また組織間において精粗
がみられるので、それぞれ明確
に記述することが望まれる。

指摘事項のとおり

理
工
学
研
究
科

各学部・研究科の学生の受け入
れ方針（アドミッション・ポリシー）
は、理念・目的、教育目標を踏ま
え、求める学生像や、修得してお
くべき知識等の内容・水準等を明
らかにしており、ウェブページ、
入試要項などに示されている。し
かし、文学研究科、理工学研究
科、総合政策研究科、教育学研
究科の方針については、人材養
成の目的と記載内容が似通って
おり、また組織間において精粗
がみられるので、 それぞれ明確
に記述することが望まれる。

理工学研究科のアドミッション・
ポリシーは人材養成の目的と記
載内容が似通っている。また、他
の研究科と比較すると精粗が見
られる。

【改善状況を示す具体的な根拠・デー
タ】

・大学院問題検討委員会議事録、研
究科委員会議事録

・アドミッション・ポリシー、人材の養成
に関する目的その他の教育研究上の
目的

【その他】

【具体的な根拠・データ】

◆大学院FD/カリキュラム検討委員会
議事録。

【その他】

教
育
学
研
究
科

各学部・研究科の学生の受け入
れ方針（アドミッション・ポリシー）
は、理念・目的、教育目標を踏ま
え、求める学生像や、修得してお
くべき知識等の内容・水準等を明
らかにしており、ウェブページ、
入試要項などに示されている。し
かし、文学研究科、理工学研究
科、総合政策研究科、教育学研
究科の方針については、人材養
成の目的と記載内容が似通って
おり、また組織間において精粗
がみられるので、 それぞれ明確
に記述することが望まれる。

学部と研究科の人材養成の目的
と記載内容が似通っている
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何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

何を 何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

【具体的な根拠・データ】

【その他】

大
学

定員管理においては、一部の学
科・研究科では、収容定員に対
する在籍学生数比率および編入
学定員に対する編入学生数比率
が低いので、改善が望まれる。

問題を指摘された研究科におい
て改善を行っている。

【具体的な根拠・データ】

【その他】

大
学

大学院の定員確保の問題を認
識していることから、大学院の広
報、 入試方法の多角化、施設・
設備の拡充、入学後の経済的支
援などについて、さらなる改善が
求められる。

年に1度、大学院の進学相談会
を全研究科が参加する形で実施
している。
各研究科を中心に改善策を考え
ている。
施設・設備の面では2014年10月
に共同研究室の利用可能なエリ
アと時間を拡充した。
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「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【総評での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】 【自己評価】 【進捗状況】 【自己評価】 【改善策】 【進捗状況】 【自己評価】 【備考】

　

何を
4キャンパスで同等のサービスを提供で
きる人員体制の整備

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

１．センター長、次長体制の維持
２．神戸三田キャンパスに専任職員を
配置するため、専任職員1人の増員
３．産休・育休中の専任職員復帰後も
現在の派遣職員数を維持

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
キャリアセンター長の責任において、
キャリアセンターの管理・監督職が主体
となって

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

以前よりキャリアセンター長が関係部署
や関係会議に実情の説明と増員などの
依頼を行ってきた。
そして、2014年5月14日に人事部長宛て
に上記（どのような結果）１．２．３．につ
いてのお願い文を提出した。
今後も実現のため、関係部署に要望し
ていく。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

できるだけ早急に。
2016年卒業生（現3年生）から就職スケ
ジュールが変更になり、これへの対応
の必要性から2015年4月から実現でき
ることを切望している。
さらに、神戸三田キャンパスの増員に
ついては、遅くても、理工学部の新学科
入学生が3年生になる2017年度までに
は体制を整える必要があり、そのため
には2016年度からの実現が必要であ
る。

何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考

（神戸三田キャンパスの現在の体制）
・専任職員は１人（センター長の指示に
より、課長補佐が神戸三田にシフト勤務
している）
・嘱託職員１人
・アルバイト職員３人
・他に課員1人が交替で勤務している。

なお、4キャンパス同等のサービスを提
供できるようにするには、神戸三田キャ
ンパスの1人増員だけでは達成できな
い。より一層の増員が必要である。

備考 備考

　学生支援

Do＆Ｃｈｅｃｋ

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在) 2017年度(2017年6月末現在)

【改善策】(目標) 【改善策】

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ）
【具体的な根拠・データ】

改善策を示す具体的な根拠は、左記
改善策の「どのようにして」に記述した
ように、①キャリアセンター長が行って
きた関係部署や関係会議における実
情の説明と増員などの依頼、②2014
年5月14日に人事部長宛てに提出した
お願い文、である。
しかしながら、①は根拠資料はない、
また、②は人事関係に関わる内部的
な内容であり、提出することは差し控
えたい。

【その他】

大
学

進路支援については、キャリアセン
ターによる各種の行事やプログラムを
通じて、在学生にキャリア形成への意
欲を促進させるとともに、進路・就職情
報を提供するなど、適切な進路支援体
制を整備している。進路支援の適切性
については、就職率や学生の満足度を
１つの指標としたうえで、「キャリアセン
ター委員会」「キャリア教育プログラム
室運営委員会」が中心となって検証し
ている。検証の結果、キャンパス間の
サービス格差が認識されており、今後
の改善が望まれる。

（自己点検・評価報告書での本
学の記述）
  「３　将来に向けた発展方策」の
「（２）改善すべき事項」として、次
のように記述している。

　キャリア支援に関する組織体
制の整備という点で、4キャンパ
スの平準化という課題が挙げら
れる。ひとつの部局が4キャンパ
スにて同じ業務を行っているの
は当センターだけであり、平素か
ら提供するサービスレベルの平
準化に苦慮している。
　特に神戸三田キャンパスは学
科増もあり、学生数の増加が続
いている。西宮上ケ原キャンパス
と比較して、事務室の狭隘さや
学生数に対する職員数の少なさ
等学生からも不満の声が上がり
始めている。神戸三田キャンパ
スに新しい建物の建設が始まっ
ており、竣工を機に事務室が移
転するので、狭隘さについては
改善が見込まれている。
　次に解決すべきは、学生から
の声に関わらず、キャリアセン
ターとして4キャンパスで同等の
サービスを提供できるようにする
ための、更なる人員体制の整備
である。
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「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【総評での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】 【自己評価】 【進捗状況】 【自己評価】 【改善策】 【進捗状況】 【自己評価】 【備考】

　

何を
研究倫理関係規程の制定と改正及び
公的研究費不正防止計画の制定と実
施

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

文部科学省が改訂した（改訂される）
「研究機関における公的研究費の管
理・監査のガイドライン（実施基準）」と
「研究活動における不正行為への対応
等に関するガイドライン」に対応した規
程の整備と防止計画の制定及び実施

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって
最高管理責任者である学長から命を受
けた、統括管理責任者である副学長
（研究推進社会連携機構長）

誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

研究推進社会連携機構の会議体（研究
支援センター会議、機構長室会、研究
推進委員会）及び研究倫理委員会の議
を経て、学部長会、大学評議会に規程
制定・改正、防止計画の報告を行う。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2014.3.31（2014年度）
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考

研究倫理関係規程：研究活動上の不正
行為の防止等に関する規程（新規制
定）、懲戒規程、研究倫理委員会規程、
研究倫理委員会規程における調査委
員会に関する内規、公益通報に関する
規程等の一部改正

備考 備考

　教育研究等環境

Do＆Ｃｈｅｃｋ

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在) 2017年度(2017年6月末現在)

【改善策】(目標) 【改善策】

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ）
【具体的な根拠・データ】

①研究倫理関係規程：研究活動上の
不正行為の防止等に関する規程（新
規制定）、懲戒規程、研究倫理委員会
規程、研究倫理委員会規程における
調査委員会に関する内規、公益通報
に関する規程等の一部改正
②公的研究費不正防止計画

【その他】

大
学

貴大学が認識しているとおり、過
去に不正経理の発覚があり、研
究費管理・監査体制の見直しや
研究費の適正執行への意識啓
発の徹底など、早急な対応が喫
緊の課題となっている。研究倫
理を遵守するために必要な措置
をとるうえで、４ つの具体的方策
が提案されていることから、それ
らの実行が求められる｡

研究倫理を遵守するために必要な措
置として、認証評価時に提案した4つの
具体的方策の実施状況は以下のとお
りであった。
①研究費の適正執行への意識啓発の
徹底
　「研究者全体の研究倫理の意識啓
発」を目的とした説明会・研修会の開
催については、2013.3.10に大学問題
懇談会を開催した。講演内容：「「責任
ある研究活動」への取組み－研究不
正を二度と起こさないために－」講師：
立命館大学理事・副総長　渡辺公三
氏、「研究機関における公的研究費の
管理・監査のガイドライン（改正案）」講
師：新日本有限責任監査法人CSR推
進部長　大久保孝氏、参加者70名
②研究費管理・監査体制の整備
・経理処理の集中化回避：2012.4.1より
3か月ルール（研究者からの支出依頼
の提出期限を3か月以内とするルー
ル）を実施した。
・旅費の支払証拠帳票の見直し：
2013.4.1より提出書類様式を見直した。
（出張報告（記録）書に「出張先で個別
の面談者がいる場合や研究会等の参
加者が特定できる場合は氏名を記入し
てください。（別添可）」を追加した。）
・全品検収の実施等研究費管理・監査
体制を整備：2012.10.1より公的研究費
につき全品検収を実施。2013.4.1より
研究者発注を減少させるため、Web発
注システムを導入した。
③個人研究費の一括前渡方式から都
度払い方式への転換：2013.4.1より実
施。
④学内研究費も含めた全ての研究費
の全品検収実施：2013.4.1より実施。
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「大学評価結果」（大学基準協会）　対応報告書

評価項目：
【総評での指摘事項】

【部署】 【内容】 【現状】 【進捗状況】 【自己評価】 【進捗状況】 【自己評価】 【改善策】 【進捗状況】 【自己評価】 【備考】

　

何を

①翌年度繰越消費支出超過額および
借入金残高の合計が帰属収入に占め
る割合
②帰属収支差額比率
③教育研究経費比率

何を 何を

どのよう（な結果）
にするのか

2019年度末において上記の指標が、以
下の数値となることを目指す。
①50%未満、②8%以上、③33%以上
2019年度までは、この数値に近付ける
ことを目指す。

どのよう（な結果）
にするのか

どのよう（な結果）
にするのか

誰が主体となって 財務部にて指標管理を実施。 誰が主体となって 誰が主体となって

どのようにして

・収入の増加（内容は現在検討中）
・支出の改善
　新中期計画予算の実行
　2015年度予算では、新中期計画等の
一部の費用を除き、前年度予算をベー
スにゼロシーリング。

どのようにして どのようにして

何時までに
（達成年度）

2019年度末
何時までに
（達成年度）

何時までに
（達成年度）

備考 備考 備考

　管理運営・財務（財務）

Do＆Ｃｈｅｃｋ

2013年度（認証評価時） 2014年度(2014年6月末現在) 2015年度(2015年6月末現在) 2016年度(2016年6月末現在) 2017年度(2017年6月末現在)

【改善策】(目標) 【改善策】

Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ） Do＆Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔｉｏｎ（Ｐｌａｎ）
【具体的な根拠・データ】

各年度の計算書類

【その他】

大
学

今後、「中期建設計画」（2013～
2018年度）による教育環境整備
を進めながら、現在策定を進め
ている「新中期計画」（後期2014
～2018年度）の具体化・実行に
伴って支出の増加が想定され
る。合わせて、現状における自己
資金構成比率（貸借対照表関係
比率）は「理工他複数学部を設
置する私立大学」の平均を下回
る水準にあることから、財政基盤
の強化、財務の健全性の維持・
向上に引き続き努めることが期
待される。この観点では、今後の
発展方策に示す周年事業と連動
した寄附金募集とともに、科学研
究費補助金助成事業が増加す
る一方で、減少しているその他
の学外研究費を含めた外部資金
の獲得による収入の多様化に取
り組むことが望まれる。

当時設定していた財務評価指標の認
証評価時（2011年度末数値）実績は次
のとおりであった。
（　）内は目標値

①帰属収支差額比率12.9%（8.0%以上）
②純人件費比率52.3%（54.7%）
③総人件費比率58.2%（59.0%）
④教育研究経費比率30.9%（33.0%）
⑤寄付金比率2.5%（3.0%）

④⑤が未達であった。④について、今
後、新中期計画の実行に伴い、教育研
究経費の支出増加が想定される。
⑤について、創立125周年記念事業募
金を実施し、寄付をいただいているが、
今回の募金趣旨により私学事業団か
ら未配付となっている寄付金があるこ
とから目標未達となっている（2014年
度配付予定）。なお、未配付の187百万
円の寄付を含めると寄付金比率は3.0%
となり目標値を達成。しかし、創立125
周年記念事業募金終了後は厳しい状
況が予想される。
学外研究費を含めた外部資金獲得に
向けた動きは引き続き実施するもの
の、一朝一夕には改善しないため、収
入の確保は大きな課題となっている。
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